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五 発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備 

「イ 発電用原子炉施設の位置」の記述のうち，２号炉に関して，以下

のとおり変更する。 

 

イ 発電用原子炉施設の位置 

(1) 敷地の面積及び形状 

発電用原子炉施設を設置する敷地は，島根半島のほぼ中央，日本海

に面した松江市鹿島町に位置している。このあたりは，標高 150m 程度

の山が日本海まで迫り，海岸線は屈曲して数多くの湾を形成している。 

敷地の地質は，新第三紀中新世の堆積岩類及び貫入岩類，並びにそ

れらを覆う被覆層から構成される。 

敷地の形状は，これらの湾の一つである敷地北側の輪谷湾を中心と

した半円状であり，東西及び南側を山に囲まれている。 

敷地全体の広さは，埋立面積約７万 m2 を含め約 192 万 m2である。 

地震の発生によって生じるおそれがあるその安全機能の喪失に起因

する放射線による公衆への影響の程度が特に大きい施設（以下「耐震

重要施設」という。）は，その供用中に大きな影響を及ぼすおそれがあ

る地震動（以下「基準地震動Ｓｓ」という。）による地震力が作用した

場合においても接地圧に対する十分な支持力を有する地盤に設置する。 

また，上記に加え，基準地震動Ｓｓによる地震力が作用することに

よって弱面上のずれが発生しないことを含め，基準地震動Ｓｓによる

地震力に対する支持性能を有する地盤に設置する。 

耐震重要施設以外の設計基準対象施設については，耐震重要度分類

の各クラスに応じて算定する地震力が作用した場合においても，接地

圧に対する十分な支持力を有する地盤に設置する。 

耐震重要施設は，地震発生に伴う地殻変動によって生じる支持地盤

の傾斜及び撓み並びに地震発生に伴う建物・構築物間の不等沈下，液

状化及び揺すり込み沈下等の周辺地盤の変状により，その安全機能が
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損なわれるおそれがない地盤に設置する。 

耐震重要施設は，将来活動する可能性のある断層等の露頭がない地

盤に設置する。 

耐震重要施設については，基準地震動Ｓｓによる地震力によって生

じるおそれがある周辺の斜面の崩壊に対して，その安全機能が損なわ

れるおそれがない場所に設置する。 

常設耐震重要重大事故防止設備又は常設重大事故緩和設備が設置さ

れる重大事故等対処施設については，基準地震動Ｓｓによる地震力が

作用した場合においても，接地圧に対する十分な支持力を有する地盤

に設置する。 

また，上記に加え，基準地震動Ｓｓによる地震力が作用することに

よって弱面上のずれが発生しないことを含め，基準地震動Ｓｓによる

地震力に対する支持性能を有する地盤に設置する。 

常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備が設置

される重大事故等対処施設については，代替する機能を有する設計基

準事故対処設備が属する耐震重要度分類の各クラスに応じて算定する

地震力が作用した場合においても，接地圧に対する十分な支持力を有

する地盤に設置する。 

常設耐震重要重大事故防止設備又は常設重大事故緩和設備が設置さ

れる重大事故等対処施設は，地震発生に伴う地殻変動によって生じる

支持地盤の傾斜及び撓み並びに地震発生に伴う建物・構築物間の不等

沈下，液状化及び揺すり込み沈下等の周辺地盤の変状により，重大事

故に至るおそれがある事故（運転時の異常な過渡変化及び設計基準事

故を除く。）又は重大事故（以下「重大事故等」という。）に対処する

ために必要な機能が損なわれるおそれがない地盤に設置する。 

常設耐震重要重大事故防止設備又は常設重大事故緩和設備が設置さ

れる重大事故等対処施設は，将来活動する可能性のある断層等の露頭

がない地盤に設置する。 
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常設耐震重要重大事故防止設備又は常設重大事故緩和設備が設置さ

れる重大事故等対処施設については，基準地震動Ｓｓによる地震力に

よって生じるおそれがある周辺の斜面の崩壊に対して，重大事故等に

対処するために必要な機能が損なわれるおそれがない場所に設置する。 

(2) 敷地内における主要な発電用原子炉施設の位置 

２号原子炉は，敷地中央部の輪谷湾に面し，１号炉の西側に隣接し

て設置する。２号排気筒は，原子炉の北西側に設置する。復水器冷却

用水の２号取水口は，輪谷湾に設置し，復水器冷却用水の２号放水口

は，発電所敷地前面の沖合約 100m の海底に設置する。 

屋外に保管する可搬型重大事故等対処設備は，原子炉建物等から

100m 以上の離隔距離を確保するとともに，当該可搬型重大事故等対処

設備がその機能を代替する屋外の設計基準事故対処設備並びに使用済

燃料貯蔵槽（燃料プール）の冷却設備及び注水設備（以下「設計基準

事故対処設備等」という。）及び常設重大事故等対処設備から 100m 以

上の離隔距離を確保した上で，複数箇所に分散して保管する設計とす

る。 

想定される重大事故等の対処に必要な可搬型重大事故等対処設備の

保管場所から設置場所及び接続場所まで運搬するための経路，又は他

の設備の被害状況を把握するための経路（以下「アクセスルート」と

いう。）に対して想定される自然現象のうち，地震による影響（周辺構

造物等の損壊，周辺斜面の崩壊及び道路面のすべり），風（台風）及び

竜巻による飛来物，積雪並びに火山の影響を想定し，複数のアクセス

ルートの中から，早期に復旧可能なアクセスルートを確保するため，

障害物を除去可能なホイールローダ等の重機を分散して保管する設計

とする。 

原子炉の中心から敷地境界までの距離は，東方向で約 1,350m，西方

向で約 940m，また，南方向で約 780m であり，最短距離は南南西方向

で約 730m である。 
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「ロ 発電用原子炉施設の一般構造」の記述のうち，２号炉に関して，

以下のとおり変更する。 

 

ロ 発電用原子炉施設の一般構造 

本発電用原子炉施設は，発電用原子炉，原子炉冷却設備，タービン設

備及び各種の安全防護設備等からなる。各設備は，原子炉建物，タービ

ン建物，制御室建物等に収納するが，一部の設備は屋外に設置する。本

発電用原子炉施設は，「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関す

る法律」及び「電気事業法」等の関連法令の要求を満足するとともに，

原子力規制委員会が決定した「実用発電用原子炉及びその附属施設の位

置、構造及び設備の基準に関する規則」（以下「設置許可基準規則」とい

う。）及び関連する審査基準等に適合するように設計する。 

(1) 耐震構造 

本発電用原子炉施設は，次の方針に基づき耐震設計を行い，「設置許

可基準規則」に適合するように設計する。 

(ⅰ) 設計基準対象施設の耐震設計 

設計基準対象施設については，耐震重要度分類に応じて，適用す

る地震力に対して，以下の項目に従って耐震設計を行う。 

ａ．耐震重要施設は，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して，安全

機能が損なわれるおそれがないように設計する。 

ｂ．設計基準対象施設は，地震により発生するおそれがある安全機

能の喪失及びそれに続く放射線による公衆への影響を防止する観

点から，各施設の安全機能が喪失した場合の影響の相対的な程度

に応じて，耐震重要度分類を以下のとおり，Ｓクラス，Ｂクラス

又はＣクラスに分類し，それぞれに応じた地震力に十分耐えられ

るように設計する。 

Ｓクラス：地震により発生するおそれがある事象に対して，原

子炉を停止し，炉心を冷却するために必要な機能を
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持つ施設，自ら放射性物質を内蔵している施設，当

該施設に直接関係しておりその機能喪失により放射

性物質を外部に拡散する可能性のある施設，これら

の施設の機能喪失により事故に至った場合の影響を

緩和し，放射線による公衆への影響を軽減するため

に必要な機能を持つ施設及びこれらの重要な安全機

能を支援するために必要となる施設，並びに地震に

伴って発生するおそれがある津波による安全機能の

喪失を防止するために必要となる施設であって，そ

の影響が大きいもの 

Ｂクラス：安全機能を有する施設のうち，機能喪失した場合の

影響がＳクラス施設と比べ小さい施設 

Ｃクラス：Ｓクラスに属する施設及びＢクラスに属する施設以

外の一般産業施設又は公共施設と同等の安全性が要

求される施設 

ｃ．Ｓクラスの施設（ｅ．に記載のもののうち，津波防護機能を有

する設備（以下「津波防護施設」という。），浸水防止機能を有す

る設備（以下「浸水防止設備」という。）及び敷地における津波監

視機能を有する施設（以下「津波監視設備」という。）を除く。），

Ｂクラス及びＣクラスの施設は，建物・構築物については，地震

層せん断力係数Ｃｉに，それぞれ 3.0，1.5 及び 1.0 を乗じて求め

られる水平地震力，機器・配管系については，それぞれ 3.6，1.8

及び 1.2 を乗じた水平震度から求められる水平地震力に十分に耐

えられるように設計する。建物・構築物及び機器・配管系ともに，

おおむね弾性状態にとどまる範囲で耐えられるように設計する。 

ここで，地震層せん断力係数Ｃｉは，標準せん断力係数Ｃ0 を 0.2

以上とし，建物・構築物の振動特性，地盤の種類等を考慮して求

められる値とする。 
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ただし，土木構造物の静的地震力は，Ｃクラスに適用される静

的地震力を適用する。 

Ｓクラスの施設（ｅ．に記載のもののうち，津波防護施設，浸

水防止設備及び津波監視設備を除く。）については，水平地震力と

鉛直地震力が同時に不利な方向の組合せで作用するものとする。

鉛直地震力は，建物・構築物については，震度 0.3 以上を基準と

し，建物・構築物の振動特性，地盤の種類等を考慮して求められ

る鉛直震度，機器・配管系については，これを 1.2 倍した鉛直震

度より算定する。ただし，鉛直震度は高さ方向に一定とする。 

ｄ．Ｓクラスの施設（ｅ．に記載のもののうち，津波防護施設，浸

水防止設備及び津波監視設備を除く。）は，基準地震動Ｓｓによる

地震力に対して安全機能が保持できるように設計する。建物・構

築物については，構造物全体としての変形能力（終局耐力時の変

形）について十分な余裕を有し，建物・構築物の終局耐力に対し

妥当な安全余裕を有するように設計する。機器・配管系について

は，その施設に要求される機能を保持するように設計し，塑性ひ

ずみが生じる場合であっても，その量が小さなレベルにとどまっ

て破断延性限界に十分な余裕を有し，その施設に要求される機能

に影響を及ぼさないように，また，動的機器等については，基準

地震動Ｓｓによる応答に対して，その設備に要求される機能を保

持するように設計する。 

また，弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力のい

ずれか大きい方の地震力に対して，おおむね弾性状態にとどまる

範囲で耐えられるように設計する。建物・構築物については，発

生する応力に対して，「建築基準法」等の安全上適切と認められる

規格及び基準による許容応力度を許容限界とする。機器・配管系

については，応答が全体的におおむね弾性状態にとどまるように

設計する。 
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なお，基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力

は，水平２方向及び鉛直方向について適切に組み合わせて算定す

るものとする。 

基準地震動Ｓｓは，敷地ごとに震源を特定して策定する地震動

及び震源を特定せず策定する地震動について，敷地の解放基盤表

面における水平方向及び鉛直方向の地震動としてそれぞれ策定す

る。 

策定した基準地震動Ｓｓの応答スペクトルを第１図及び第２図

に，加速度時刻歴波形を第３図～第７図に示す。 

基準地震動Ｓｓの策定においては，Ｓ波速度が 700m/s 以上で著

しい高低差がなく拡がりを持って分布している硬質地盤に解放基

盤表面を設定することとし，標高－10m の位置とする。 

また，弾性設計用地震動Ｓｄは，基準地震動Ｓｓとの応答スペ

クトルの比率が目安として 0.5 を下回らないような値として，工

学的判断から基準地震動Ｓｓに係数 0.5 を乗じて設定する。さら

に，「発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針（昭和 56 年 7

月 20 日原子力安全委員会決定，平成 13 年 3 月 29 日一部改訂）」

における基準地震動Ｓ１の応答スペクトルをおおむね下回らない

よう配慮した地震動も弾性設計用地震動Ｓｄとして設定する。 

なお，Ｂクラスの施設のうち，共振のおそれのある施設につい

ては，弾性設計用地震動Ｓｄに２分の１を乗じた地震動によりそ

の影響についての検討を行う。建物・構築物及び機器・配管系と

もに，おおむね弾性状態にとどまる範囲で耐えられるように設計

する。 

ｅ．津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備並びにこれらが

設置された建物・構築物は，基準地震動Ｓｓによる地震力に対し

て，それぞれの施設及び設備に要求される機能が保持できるよう

に設計する。ただし，浸水防止設備のうち隔離弁，ポンプ及び配
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管については，弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又はＳクラス

の施設に適用する静的地震力のいずれか大きい方の地震力に対し

て，おおむね弾性状態にとどまる範囲で耐えられるように設計す

る。 

なお，基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力

は，水平２方向及び鉛直方向について適切に組み合わせて算定す

るものとする。 

ｆ．耐震重要施設は，耐震重要度分類の下位のクラスに属する施設

の波及的影響によって，その安全機能を損なわないように設計す

る。波及的影響の評価に当たっては，敷地全体を俯瞰した調査・

検討を行い，事象選定及び影響評価を行う。なお，影響評価にお

いては，耐震重要施設の設計に用いる地震動又は地震力を適用す

る。 

ｇ．設計基準対象施設は，防波壁の設置及び地盤改良を実施したこ

とにより地下水の流れが遮断され地下水位が上昇するおそれがあ

ることを踏まえ，地下水位を一定の範囲に保持する地下水位低下

設備を設置し，同設備の効果が及ぶ範囲においては，その機能を

考慮した設計地下水位を設定し水圧の影響を考慮する。地下水位

低下設備の効果が及ばない範囲においては，自然水位より保守的

に設定した水位又は地表面にて設計地下水位を設定し水圧の影響

を考慮する。 

ｈ．炉心内の燃料被覆材（燃料被覆管）の放射性物質の閉じ込めの

機能については，以下のとおり設計する。 

弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力のいずれか

大きい方の地震力に対して，炉心内の燃料被覆管の応答が全体的

におおむね弾性状態にとどまるように設計する。 

基準地震動Ｓｓによる地震力に対して，放射性物質の閉じ込め

の機能に影響を及ぼさないように設計する。 
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(ⅱ) 重大事故等対処施設の耐震設計 

重大事故等対処施設については，設計基準対象施設の耐震設計に

おける動的地震力又は静的地震力に対する設計方針を踏襲し，重大

事故等対処施設の構造上の特徴，重大事故等における運転状態，重

大事故等時の状態で施設に作用する荷重等を考慮し，適用する地震

力に対して重大事故等に対処するために必要な機能が損なわれるお

それがないことを目的として，設備分類に応じて以下の項目に従っ

て耐震設計を行う。 

ａ．重大事故等対処施設について，施設の各設備が有する重大事故

等に対処するために必要な機能及び設置状態を踏まえて(a)，(b)，

(c)及び(d)のとおり分類し，以下の設備分類に応じて設計する。 

(a) 常設重大事故防止設備 

重大事故等対処設備のうち，重大事故に至るおそれがある事

故が発生した場合であって，設計基準事故対処設備の安全機能

又は使用済燃料貯蔵プール（以下「燃料プール」という。）の冷

却機能若しくは注水機能が喪失した場合において，その喪失し

た機能（重大事故に至るおそれがある事故に対処するために必

要な機能に限る。）を代替することにより重大事故の発生を防止

する機能を有する設備であって常設のもの 

(a-1) 常設耐震重要重大事故防止設備 

常設重大事故防止設備であって，耐震重要施設に属する設計

基準事故対処設備が有する機能を代替するもの 

(a-2) 常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備 

常設重大事故防止設備であって，(a-1)以外のもの 

(b) 常設重大事故緩和設備 

重大事故等対処設備のうち，重大事故が発生した場合におい

て，当該重大事故の拡大を防止し，又はその影響を緩和するた

めの機能を有する設備であって常設のもの 
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(c) 常設重大事故防止設備（設計基準拡張） 

設計基準対象施設のうち，重大事故等時に機能を期待する設

備であって，重大事故の発生を防止する機能を有する(a-1)及び

(a-2)以外の常設のもの 

(d) 可搬型重大事故等対処設備 

重大事故等対処設備であって可搬型のもの 

ｂ．常設耐震重要重大事故防止設備又は常設重大事故防止設備（設

計基準拡張）（当該設備が属する耐震重要度分類がＳクラスのもの）

が設置される重大事故等対処施設（特定重大事故等対処施設を除

く。）は，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して，重大事故に至る

おそれがある事故に対処するために必要な機能が損なわれるおそ

れがないように設計する。建物・構築物については，構造物全体

としての変形能力（終局耐力時の変形）について十分な余裕を有

し，建物・構築物の終局耐力に対し妥当な安全余裕を有するよう

に設計する。機器・配管系については，その施設に要求される機

能を保持するように設計し，塑性ひずみが生じる場合であっても，

その量が小さなレベルにとどまって破断延性限界に十分な余裕を

有し，その施設に要求される機能に影響を及ぼさないように，ま

た，動的機器等については，基準地震動Ｓｓによる応答に対して，

その設備に要求される機能を保持するように設計する。 

ｃ．常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備が

設置される重大事故等対処施設（特定重大事故等対処施設を除く。）

は，代替する機能を有する設計基準事故対処設備が属する耐震重

要度分類のクラスに適用される地震力に十分に耐えることができ

るように設計する。常設重大事故防止設備（設計基準拡張）（当該

設備が属する耐震重要度分類がＢクラス又はＣクラスのもの）が

設置される重大事故等対処施設は，当該設備が属する耐震重要度

分類のクラスに適用される地震力に十分に耐えられるように設計
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する。なお，Ｂクラス施設の機能を代替する常設耐震重要重大事

故防止設備以外の常設重大事故防止設備が設置される重大事故等

対処施設のうち，共振のおそれのある施設又は常設重大事故防止

設備（設計基準拡張）（当該設備が属する耐震重要度分類がＢクラ

ス又はＣクラスのもの）が設置される重大事故等対処施設のうち，

当該設備が属する耐震重要度分類がＢクラスであって，共振のお

それのある施設については，弾性設計用地震動Ｓｄに２分の１を

乗じた地震動によりその影響についての検討を行う。建物・構築

物及び機器・配管系ともに，おおむね弾性状態に留まる範囲で耐

えられるように設計する。建物・構築物については，発生する応

力に対して，「建築基準法」等の安全上適切と認められる規格及び

基準による許容応力度を許容限界とする。機器・配管系について

は，応答が全体的におおむね弾性状態にとどまるように設計する。 

ｄ．常設重大事故緩和設備が設置される重大事故等対処施設（特定

重大事故等対処施設を除く。）は，基準地震動Ｓｓによる地震力に

対して，重大事故に対処するために必要な機能が損なわれるおそ

れがないように設計する。建物・構築物については，構造物全体

としての変形能力（終局耐力時の変形）について十分な余裕を有

し，建物・構築物の終局耐力に対し妥当な安全余裕を有するよう

に設計する。機器・配管系については，その施設に要求される機

能を保持するように設計し，塑性ひずみが生じる場合であっても，

その量が小さなレベルにとどまって破断延性限界に十分な余裕を

有し，その施設に要求される機能に影響を及ぼさないように，ま

た，動的機器等については，基準地震動Ｓｓによる応答に対して，

その設備に要求される機能を保持するように設計する。 

ｅ．可搬型重大事故等対処設備は，地震による周辺斜面の崩壊，溢

水，火災等の影響を受けない場所に適切に保管する。 

ｆ．重大事故等対処施設に適用する動的地震力は，水平２方向及び
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鉛直方向について適切に組み合わせて算定するものとする。 

ｇ．重大事故等対処施設を津波から防護するための津波防護施設，

浸水防止設備及び津波監視設備並びにこれらが設置された建物・

構築物は，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して，それぞれの施

設及び設備に要求される機能が保持できるように設計する。 

ｈ．上記ｂ．及びｄ．の施設は，Ｂクラス及びＣクラスの施設，上

記ｃ．の施設，上記ｅ．の設備並びに常設重大事故防止設備，常

設重大事故緩和設備及び常設重大事故防止設備（設計基準拡張）

のいずれにも属さない常設の重大事故等対処施設の波及的影響に

よって，その重大事故等に対処するために必要な機能を損なわな

いように設計する。波及的影響の評価に当たっては，敷地全体を

俯瞰した調査・検討を行い，事象選定及び影響評価を行う。なお，

影響評価においては，上記ｂ．及びｄ．の施設の設計に用いる地

震動又は地震力を適用する。 

ｉ．常設耐震重要重大事故防止設備，常設重大事故緩和設備，常設

重大事故防止設備（設計基準拡張）が設置される重大事故等対処

施設は，防波壁の設置及び地盤改良を実施したことにより地下水

の流れが遮断され地下水位が上昇するおそれがあることを踏まえ，

地下水位を一定の範囲に保持する地下水位低下設備を設置し，同

設備の効果が及ぶ範囲においては,その機能を考慮した設計地下

水位を設定し水圧の影響を考慮する。地下水位低下設備の効果が

及ばない範囲においては，自然水位より保守的に設定した水位又

は地表面にて設計地下水位を設定し水圧の影響を考慮する。 

(2) 耐津波構造 

本発電用原子炉施設は，その供用中に当該施設に大きな影響を及ぼ

すおそれがある津波（以下「基準津波」という。）に対して，次の方

針に基づき耐津波設計を行い，「設置許可基準規則」に適合する構造

とする。 
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(ⅰ) 設計基準対象施設に対する耐津波設計 

設計基準対象施設は，基準津波に対して，以下の方針に基づき耐

津波設計を行い，その安全機能が損なわれるおそれがない設計とす

る。基準津波の策定位置を第８図に，基準津波の時刻歴波形を第９

図に示す。 

また，設計基準対象施設のうち，津波から防護する設備を「設計

基準対象施設の津波防護対象設備」とする。 

ａ．設計基準対象施設の津波防護対象設備（非常用取水設備を除く。）

を内包する建物及び区画の設置された敷地において，基準津波に

よる遡上波を地上部から到達又は流入させない設計とする。なお，

設置許可基準規則 別記３の「建屋及び区画」は島根原子力発電

所２号炉における「建物及び区画」に該当する。また，取水路，

放水路等の経路から流入させない設計とする。具体的な設計内容

を以下に示す。 

(a)  設計基準対象施設の津波防護対象設備（非常用取水設備を除

く。）を内包する建物及び区画は，基準津波による遡上波が到達

する可能性があるため，津波防護施設を設置し，津波の流入を

防止する設計とする。 

(b)  上記(a)の遡上波については，敷地及び敷地周辺の地形及び

その標高，河川等の存在，設備等の配置状況並びに地震による

広域的な隆起・沈降を考慮して，遡上波の回り込みを含め敷地

への遡上の可能性を検討する。また，地震による変状又は繰り

返し襲来する津波による洗掘・堆積により地形又は河川流路の

変化等が考えられる場合は，敷地への遡上経路に及ぼす影響を

検討する。 

(c)  取水路，放水路等の経路から，津波が流入する可能性につい

て検討した上で，流入の可能性のある経路（扉，開口部，貫通

口等）を特定し，必要に応じ津波防護施設及び浸水防止設備の
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浸水対策を施すことにより，津波の流入を防止する設計とする。 

ｂ．取水・放水施設，地下部等において，漏水する可能性を考慮の

上，漏水による浸水範囲を限定して，重要な安全機能への影響を

防止する設計とする。具体的な設計内容を以下に示す。 

(a)  取水・放水施設の構造上の特徴等を考慮して，取水・放水施

設，地下部等における漏水の可能性を検討した上で，漏水が継

続することによる浸水範囲を想定（以下「浸水想定範囲」とい

う。）するとともに，同範囲の境界において浸水の可能性のある

経路及び浸水口（扉，開口部，貫通口等）を特定し，浸水防止

設備を設置することにより浸水範囲を限定する設計とする。 

(b)  浸水想定範囲及びその周辺に設計基準対象施設の津波防護

対象設備（非常用取水設備を除く。）がある場合は，防水区画

化するとともに，必要に応じて浸水量評価を実施し，安全機能

への影響がないことを確認する。 

(c)  浸水想定範囲における長期間の浸水が想定される場合は，必

要に応じ排水設備を設置する。 

ｃ．上記ａ．及びｂ．に規定するもののほか，設計基準対象施設の

津波防護対象設備（非常用取水設備を除く。）を内包する建物及

び区画については，浸水防護をすることにより津波による影響等

から隔離する。そのため，浸水防護重点化範囲を明確化するとと

もに，津波による溢水を考慮した浸水範囲及び浸水量を保守的に

想定した上で，浸水防護重点化範囲への浸水の可能性のある経路

及び浸水口（扉，開口部，貫通口等）を特定し，それらに対して

必要に応じ浸水対策を施す設計とする。 

ｄ．水位変動に伴う取水性低下による重要な安全機能への影響を防

止する。そのため，原子炉補機海水ポンプ及び高圧炉心スプレイ

補機海水ポンプ（以下(2)において「非常用海水ポンプ」という。）

については，基準津波による水位の低下に対して，非常用海水ポ
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ンプが機能保持でき，かつ，冷却に必要な海水が確保できる設計

とする。また，基準津波による水位変動に伴う砂の移動・堆積及

び漂流物に対して取水口，取水管及び取水槽の通水性が確保でき，

かつ，取水口からの砂の混入に対して非常用海水ポンプが機能保

持できる設計とする。なお，漂流物については，定期的な調査に

より人工構造物の設置状況の変化を把握する。 

ｅ．津波防護施設及び浸水防止設備については，入力津波（施設の

津波に対する設計を行うために，津波の伝播特性，流入経路等を

考慮して，それぞれの施設に対して設定するものをいう。以下同

じ。）に対して津波防護機能及び浸水防止機能が保持できる設計

とする。また，津波監視設備については，入力津波に対して津波

監視機能が保持できる設計とする。 

ｆ．津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備の設計に当たっ

ては，地震による敷地の隆起・沈降，地震（本震及び余震）によ

る影響，津波の繰り返しの襲来による影響，津波による二次的な

影響（洗掘，砂移動，漂流物等）及びその他自然現象（風，積雪

等）を考慮する。 

ｇ．津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備の設計並びに非

常用海水ポンプの取水性の評価に当たっては，入力津波による水

位変動に対して朔望平均潮位及び潮位のばらつきを考慮して安全

側の評価を実施する。なお，その他の要因による潮位変動につい

ても適切に評価し考慮する。また，地震により陸域の隆起又は沈

降が想定される場合，想定される地震の震源モデルから算定され

る敷地の地殻変動量を考慮して安全側の評価を実施する。 

(ⅱ) 重大事故等対処施設の耐津波設計 

重大事故等対処施設は，基準津波に対して，以下の方針に基づき

耐津波設計を行い，重大事故等に対処するために必要な機能が損な

われるおそれがない設計とする。基準津波の策定位置を第８図に，
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基準津波の時刻歴波形を第９図に示す。 

また，重大事故等対処施設，可搬型重大事故等対処設備のうち，

津波から防護する設備を「重大事故等対処施設の津波防護対象設備」

とする。 

ａ．重大事故等対処施設の津波防護対象設備（非常用取水設備を除

く。）を内包する建物及び区画の設置された敷地において，基準津

波による遡上波を地上部から到達又は流入させない設計とする。

また，取水路，放水路等の経路から流入させない設計とする。具

体的な設計内容を以下に示す。 

(a) 重大事故等対処施設の津波防護対象設備（非常用取水設備を

除く。）を設置する建物及び区画のうち，設計基準対象施設の津

波防護対象設備を内包する建物及び区画並びに可搬型重大事故

等対処設備保管場所である第４保管エリアについては，基準津

波による遡上波が到達する可能性があるため，津波防護施設を

設置し，津波の流入を防止する設計とする。 

(b) 重大事故等対処施設の津波防護対象設備（非常用取水設備を

除く。）を設置する建物及び区画のうち，設計基準対象施設の津

波防護対象設備を内包する建物及び区画並びに可搬型重大事故

等対処設備保管場所である第４保管エリア以外は，基準津波に

よる遡上波が到達しない十分高い場所に設置する。 

(c) 上記(a)及び(b)の遡上波の到達防止に当たっての検討は，

(ⅰ) 設計基準対象施設に対する耐津波設計を適用する。 

(d) 取水路，放水路等の経路から，津波が流入する可能性につい

て検討した上で，津波が流入する可能性のある経路（扉，開口

部，貫通口等）を特定し，必要に応じて実施する浸水対策につ

いては，(ⅰ) 設計基準対象施設に対する耐津波設計を適用す

る。 

ｂ．取水・放水施設，地下部等において，漏水する可能性を考慮の
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上，漏水による浸水範囲を限定し，重大事故等に対処するために

必要な機能への影響を防止する設計とする。具体的には(ⅰ) 設

計基準対象施設に対する耐津波設計を適用する。 

ｃ．上記ａ．及びｂ．に規定するもののほか，重大事故等対処施設

の津波防護対象設備（非常用取水設備を除く。）を内包する建物及

び区画については，浸水防護をすることにより津波による影響等

から隔離する。そのため，浸水防護重点化範囲を明確化するとと

もに，必要に応じて実施する浸水対策については，(ⅰ) 設計基

準対象施設に対する耐津波設計を適用する。 

ｄ．水位変動に伴う取水性低下による重大事故等に対処するために

必要な機能への影響を防止する。そのため，非常用海水ポンプに

ついては，(ⅰ) 設計基準対象施設に対する耐津波設計を適用す

る。また，大量送水車及び大型送水ポンプ車については，基準津

波による水位の変動に対して取水性を確保でき，取水口からの砂

の混入に対して，ポンプが機能保持できる設計とする。 

ｅ．津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備の機能の保持に

ついては，(ⅰ) 設計基準対象施設に対する耐津波設計を適用す

る。 

ｆ．津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備の設計並びに非

常用海水ポンプの取水性の評価に当たっては，(ⅰ) 設計基準対

象施設に対する耐津波設計を適用する。 
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第１図 基準地震動Ｓｓの応答スペクトル（水平方向） 
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第２図 基準地震動Ｓｓの応答スペクトル（鉛直方向）
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第３図 基準地震動Ｓｓ-Ｄの設計用模擬地震波の加速度時刻歴波形 

 

第４図 基準地震動Ｓｓ-Ｆ１の加速度時刻歴波形  
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第５図 基準地震動Ｓｓ-Ｆ２の加速度時刻歴波形 

 

第６図 基準地震動Ｓｓ-Ｎ１の加速度時刻歴波形  
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第７図 基準地震動Ｓｓ-Ｎ２の加速度時刻歴波形 

 

 

第８図 基準津波の策定位置 
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第９図(1) 基準津波の時刻歴波形 
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最大水位上昇量1.21m＋朔望平均満潮位T.P.+0.46m≒T.P.+1.7m

最大水位上昇量1.27m＋朔望平均満潮位T.P.+0.46m≒T.P.+1.8m

最大水位上昇量0.77m＋朔望平均満潮位T.P.+0.46m
－地盤変動量+0.46m≒T.P.+0.8m

最大水位下降量-1.05m＋朔望平均干潮位T.P.-0.02m
－地盤変動量+0.46m≒T.P.-1.6m

最大水位下降量-1.96m
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【基準津波３】
日本海東縁部（２領域連動モデル；防波堤有り）

【基準津波４】
海域活断層（Ｆ－Ⅲ断層＋Ｆ－Ⅳ断層＋Ｆ－Ⅴ断層；防波堤有り）
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第９図(2) 基準津波の時刻歴波形 
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